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2017年9月29日 

関係各位 

 

会社名：三井物産株式会社 

代表者名：代表取締役社長 安永竜夫 

         （コード番号：8031） 

      本社所在地：東京都千代田区丸の内 

一丁目 1番 3号 

 

日鉄住金物産への鉄鋼事業の一部譲渡および日鉄住金物産の株式の追加取得 

に関する契約書の締結について 

 

三井物産株式会社（本社：東京都千代田区、社長：安永竜夫、以下「三井物産」）は、日鉄住金物産株式

会社（本社：東京都港区、社長：樋渡健治、以下「日鉄住金物産」）との間で、三井物産グループの鉄鋼事

業の一部を日鉄住金物産に譲渡すること（以下「本事業譲渡」）および資本関係強化を目的とする三井物

産による日鉄住金物産の株式の追加取得（以下「本株式取得」、本事業譲渡とあわせて「本件取引」）に関

する契約書を本日締結しましたので、お知らせ致します。 

なお、本件取引は、各国の競争法に基づく必要な手続き及び対応が完了することを前提としております。 

 

Ｉ．本件取引の背景等 

鉄鋼事業分野では国内外の事業環境の変化が加速しており、今後ますます競争が激化していくことが

予想されます。こうした状況下において、鉄鋼事業の更なる成長に向けて事業再編による収益基盤強

化を検討していた三井物産の企図と、新日鐵住金グループの中核商社として鉄鋼事業の一層の成長・

発展を図ることを目的とした日鉄住金物産の方針が合致したため、2017 年 3 月より検討開始し、今般、

本件取引に関する契約書の締結に至りました。これにより三井物産グループの鉄鋼事業の一部を日鉄

住金物産に譲渡するとともに、両社の資本関係を強化し、協業関係を深化させることを目的に、三井物

産が日鉄住金物産の株式を追加取得し、持分法適用会社化いたします。両社は本件取引の実現を通

じて、経営資源の有効活用により事業効率を高め、販売力の強化、市場におけるポジションの向上、事

業基盤の拡充を図り、企業価値の更なる向上を目指していきます。 

 

Ⅱ．本件取引の目的 

三井物産は、本件取引を契機に日鉄住金物産との協業関係を深化させ、以下の各事項を実現するこ

とを目的としています。 

 

1. 鉄鋼事業における収益基盤の強化 

両社の販売力と顧客基盤および各々が得意とする商品・サービスと営業ネットワーク、製造加工拠点を

組み合わせ、相互補完による相乗効果を最大限に発揮し、事業競争力を高めることで強固な収益基盤

の構築を目指します。 

 

2. 総合力発揮による新たな事業展開 

三井物産の事業資産と総合力を最大限に活用し、両社が持つ販売力・事業競争力を組み合わせ、世

界の様々なお客様のグローバルなニーズに合致したトータルソリューションを提供し、新たな事業の機会

発掘、実現を目指します。 
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3.  顧客満足度の一層の向上 

両社が長年培ってきた鉄鋼事業の知見や総合力、バリューチェーンを相互に活用し、お取引先様への

より良いサービスのご提供を目指します。 

 

Ⅲ．本件取引の概要等 

1. 本事業譲渡 

(ア) 譲渡する事業 

三井物産グループが国内外において営む、各種鉄鋼製品の販売及び仕入れに係る事業の一部 

 

(イ) 直前事業年度における経営成績 

2017年 3月の決算年月における、譲渡する事業の売上高は 3,700億円程度です。譲渡する事業は効

力発生日までに変動する可能性があります。なお、経常利益につきましては、事業の一部を譲渡するも

のであり、譲渡する事業に係る正確な費用配分等の算定が困難であるため、記載しておりません。 

 

(ウ) 資産・負債の項目及び金額 

2017 年 3 月期実績を基準とした譲渡する事業の資産・負債の金額は、流動資産 1,000 億円程度およ

び流動負債 400 億円程度となる見込みです。なお、譲渡する事業の流動資産および流動負債の金額

は、効力発生日までに変動する可能性があります。 

 

(エ) 価格及び決済方法 

譲渡価格は 600 億円程度、決済方法は現金による決済となる見込みです。なお、譲渡価格は、効力発

生日までに変動する可能性があります。 

 

2. 本株式取得 

三井物産は日鉄住金物産の株式を追加取得し、日鉄住金物産に対する議決権保有割合を現在の

11.01％から 20.04%まで引上げ、持分法適用会社化いたします。本株式取得の方法としては、第三者

割当増資による方法および日鉄住金物産の既存株主からの取得（株式市場外における相対取引・株

式市場を通じた取引）による方法の組み合わせによるものとなります。なお、第三者割当増資により三井

物産に割り当てられる株式数は 135 万株であり、その発行価額は 1 株につき 6,006 円です。尚、同発

行価格につきましては、直前取引日までの直前１カ月（2017 年 8 月 29 日から 9 月 28 日まで）の株式

会社東京証券取引所における日鉄住金物産普通株式の終値単純平均になります。 

 

3. 日程 

本事業譲渡に関する契約締結日   2017年 9月 29日  

本事業譲渡の効力発生日   2018年 4月 1日（予定） 

本株式取得の効力発生日   2018年 4月 2日（予定） 

尚、本件株式取得のうち、既存株主からの株式取得は、各国の競争法に基づく必要な手続き及び対応

が完了次第の実施を予定しております。 

 

Ⅳ．今後の見通し 

三井物産の当期の業績に与える影響は僅少です。また、三井物産の来期以降の業績に与える影響につ

きましては、開示すべき事項が生じた場合には、速やかに開示致します。 
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（参考資料）相手先の概要                    （2017年 3月末現在。特記しているものを除く。） 

商 号 
日鉄住金物産株式会社 

(NIPPON STEEL & SUMIKIN BUSSAN CORPORATION) 

本 店 所 在 地 東京都港区赤坂八丁目 5番 27号 

代 表 者 の 役 職 ・ 氏 名 代表取締役社長 樋渡健治 

事 業 内 容 

1. 鉄鋼 

2. 産機・インフラ 

3. 繊維 

4. 食糧 

資 本 金 123億円 

設 立 年 月 日 1977年 8月 2日 

発 行 済 株 式 数 309,578百株 

決 算 期 3月 31日 

従 業 員 数 
（単体）1,488名 

（連結）8,273名 

主 要 取 引 銀 行 

㈱三井住友銀行 

㈱三菱東京 UFJ銀行 

三井住友信託銀行㈱ 

営 業 拠 点 
国内 31 ヶ所 

海外 35都市、18 ヶ国 
(2017 年 3月 31 日現在) 

連 結 対 象 会 社 

連結子会社 95社 

持分法適用会社 29社  

計 124社 

大 株 主 お よ び 持 株 比 率 
( 2 0 1 7 年 3 月 3 1 日 現 在 ) 

新日鐵住金㈱        35.99% 

三井物産㈱                              10.93% ※ 

日本ﾏｽﾀｰﾄﾗｽﾄ信託銀行㈱(信託口)           3.64% 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱(信託口)    3.36% 

日本ﾄﾗｽﾃｨ･ｻｰﾋﾞｽ信託銀行㈱(信託口 9)    2.15% 
相 手 先 と の 関 係  

 資 本 関 係 ※ 
2017年 3月 31日時点で、三井物産は日鉄住金物産の発行

済株式の 10.93％に相当する 33,831百株を所有しています。 

 人 的 関 係 
日鉄住金物産の取締役に三井物産出身の者が１名就任して

います。 

 取 引 関 係 
当社は日鉄住金物産との間に営業上の取引関係があり、販売

及び仕入れを行っております。 

 
関 連 当 事 者 へ の 

該 当 状 況 
該当事項はありません。 

 日鉄住金物産㈱（連結、日本基準、単位：億円） 

決算年月 2015年 3月 2016年 3月 2017年 3月 

連 結 純 資 産 1,837 1,903 2,062 

連 結 総 資 産 6,929 6,607 6,731 

１ 株 当 た り 連 結 純 資 産 ( 円 ) 5,394.28 5,612.63 6,143.38 

連 結 売 上 高 21,046 19,308 18,414 

連 結 当 期 純 利 益 174 173 182 
１ 株 当 た り 連 結 当 期 純 利 益 ( 円 ) 563.89 560.55 589.96 
１  株  当  た  り  配 当 金 ( 円 ) ※ ※ 12.00 15.00 112.50 

※ 単元未満株式による影響のため、議決権保有割合比率とは異なります。 

※※2017 年 3 月の１株当たり配当額 112.50 円は、中間配当額 7.50 円と期末配当額 105.00 円の合計となります。な

お、2016 年 10 月１日を効力発生日として、10 株を１株とする株式併合を実施しておりますので、株式併合を考慮した

場合の中間配当額は 75.00 円となり、年間配当金の合計は 180.00 円となります。 
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本件に関する問合せ先：三井物産(株) 

           IR部    TEL：03(3285)7910 

           広報部   TEL：03(3285)7596 

 

ご注意： 

本発表資料には、将来に関する記述が含まれています。こうした記述は、現時点で当社が入手している情報を踏まえた仮定、

予期及び見解に基づくものであり、既知及び未知のリスクや不確実性及びその他の要素を内包するものです。かかるリスク、

不確実性及びその他の要素によって、当社の実際の業績、財政状況またはキャッシュ・フローが、こうした将来に関する記述

とは大きく異なる可能性があります。こうしたリスク、不確実性その他の要素には、当社の最新の有価証券報告書、四半期報

告書等の記載も含まれ、当社は、将来に関する記述のアップデートや修正を公表する義務を一切負うものではありません。

また、本発表資料は、上記事実の発表を目的として作成されたものであり、日本国内外を問わず一切の投資勧誘またはそ

れに類する行為を目的として作成されたものではありません。 

 

以上 

 


